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１ 特定事業主行動計画策定の趣旨・目的  

 敦賀美方消防組合では、「次世代育成支援対策推進法」（以下「次世

代法」という。）及び「女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律」（以下「女性活躍法」という。）に基づき、平成２９年１月に敦賀

美方消防組合特定事業主行動計画を策定、令和３年４月には本計画を

改訂し、「男女が共に、仕事でも家庭でも活躍できる職場づくり」そし

て「消防吏員に占める女性の割合約２ .５％（４人程度）を目標に取り

組んできました。  

 その結果、計画策定時と比較すると男性職員の育児休業取得率は向

上し、また、女性消防吏員の採用目標人数を達成するなど、少しずつ

ではあるものの着実に進めることができました。  

 今後も地域住民のために、質の高い行政サービスを提供し続けてい

くには、これまで以上に全ての職員が意欲と能力を余すことなく発揮

できる職場環境づくりを進めていかなければなりません。  

 そこで、本計画の推進により職員一人ひとりが自分らしく生き生き

と創造的・効率的に働ける職場環境を作ることはもとより、家庭も地

域の活動も大切にし、「全ての職員が仕事でも家庭でも活躍できる職

場づくり」を進めていきます。  

 

２ 計画期間  

 この計画は、令和８年度から令和１２年度の５年間を計画期間とし

ます。  

 なお、期間の途中であっても、必要に応じて内容の見直しを行いま

す。  

 

３ 計画の推進体制及び具体的方策  

 この計画を効果的に推進するために、消防本部総務課を中心として、

行動計画の実施状況や、計画適正化のための見直しを行うなど、必要

な措置を講じていきます。  

 また、啓発資料の作成・配布及び研修会等により、行動計画の周知
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徹底を図るとともに、毎年１回、前年度の取組状況や実績等を消防組

合のホームページへ掲載し公表します。  

 

４ 当消防組合の現状  

 

１）女性消防職員の採用  

 当消防組合は、令和２年度に初の女性消防吏員１名を採用して以降、

本計画策定当時からの目標でありました、消防吏員に占める女性の割

合を約 2.5%（４人）程度を達成し、組織運営の強化につなげました。  

 

２）職員の仕事と家庭の両立に資する勤務環境  

 女性が活躍するためには、男性の家事・育児等の家庭生活への参画

が重要であり、男性の配偶者出産補助休暇取得率は全国平均を下回っ

ているものの、育児参加休暇取得率は全国平均を上回っております。

出産前後で急な休暇となっても取得しやすい環境づくり、更なる取得

者の増加及び休暇取得できる日数の増加を目指し、職員への周知・取

得促進を図る必要があります。  

「出産補助休暇」…妻が出産のために入院した日から出産後２週間の期間  

に２日以内取得できる休暇  

「育児参加休暇」…妻の出産予定日の８週間前の日から出産以後１年を経  

過する日までの期間５日以内取得できる休暇  

男性職員の配偶者出産休暇 (2 日 )及び育児参加休暇 (5 日 )の取得率及び平均取得日数  

 令和４年度  令和５年度  令和６年度  

参考：全国  

平 均 ( 令 和

６年度 )※ 1 

出産補助  

休暇  

取得率  20.0％  33.0％  38.0％  
75.1% 

平均取得日数  2 日  1.5 日  2 日  

育児参加  

休暇  

取得率  60.0％  83.0% 63.0％  
56.2％  

平均取得日数  4.6 日  4.6 日  4.8 日  

※１  総務省「令和６年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」より  
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３）年次有給休暇の取得推進  

前計画期間の休暇取得推進の各種取組みを通じ、職員１人当た   

りの年次有給休暇の取得日数は増加傾向にあります。交代制勤務者に

ついては全国平均（※２）より上回っているものの、毎日勤務者は全

国市町村平均からは下回っています。  

 

職員１人当たりの年次有給休暇の年間平均取得年数  

 

令和４年  令和５年  令和６年  

参 考  全 国 市

区長村平 均 (令

和６年 )※ 2 

年次有給休暇

の年間平均取

得年数  

毎日勤務者  

8.7 日 /1 人  

毎日勤務者  

8.7 日 /1 人  

毎日勤務者  

9.7 日 /1 人  
13.5 日  

交代制勤務者  

14.3 日 /1 人  

交代制勤務者  

14.3 日 /1 人  

交代制勤務者  

13.7 日 /1 人  

※２  総務省「令和６年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」より  

 

５ 計画の具体的内容  

 

１）女性消防職員の採用について  

全国的に消防業務の女性に対するニーズが高まっていることから、

採用候補者試験の受験者数に占める女性の割合を高める取組みが重

要になってきます。受験者が増えれば、平等取扱いの原則・成績主義

の原則の下、自ずと有能な人材の獲得につながります。  

①職員採用候補者試験受験者募集時には、各学校へ出向き積極的な受

験について働きかけを行うとともに、職業説明等を行います。  

②ホームページ等の広報手段により、情報を積極的に発信します。  

③中学校や高等学校による社会体験活動、インターンシップ活動にお

いて、女子生徒の積極的な受入れに努めます。  
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２）子どもの出生時等における父親の特別休暇の取得推進について  

「子育て支援ハンドブック」等の活用により、男性職員が利用可能

な育児制度の周知及び適切な利用を促進するとともに、配偶者が出産

を控えている職員の所属長に対しても休暇取得に配慮するように周

知します。  

 配偶者の出産が分かったら、育児に関する休暇を取得できるように

育児計画書を作成し、所属長が合意したものを総務課に提出してもら

います。  

事前に計画を立て、所属長と共有することで、休暇を取得しやすい

環境にします。  

 

３）休暇の取得促進について  

①相互応援できる体制づくり  

・業務には必ず副担当を置いて、職員が休暇を取得した際、円滑な業

務ができる体制を作ります。  

②年次休暇の取得促進  

・年次有給休暇促進要領（令和元年敦賀美方消防組合訓第１３号）に

より、年次休暇の取得の徹底を図ります。  

・子育て中の職員については、子どもの学校における諸行事やＰＴＡ

活動等に積極的に参加、また、その他の職員についても趣味や地域

活動、そして、心身のリフレッシュのため必要な休暇については早

い時期に所属長に報告します。  

・所属長は、部下から年次休暇等取得申請があった場合、敦賀美方消   

防組合職員の勤務時間、休暇等に関する条例第１２条第３項に規定

する精神に鑑み、原則として希望する時季に与えます。  

 

４）出産や育児にかかる制度の周知について  

①ハンドブック等による情報提供  

・子育て支援制度をまとめた「子育て支援ハンドブック」を電子掲示  

板に掲載し、全職員への周知を図ります。  
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・子育て支援制度に係る各種申請様式を電子掲示板に掲載します。  

・電子掲示板を利用し、制度改正等の情報提供を行います。  

②研修会等による周知、啓発  

・研修会等の機会に子育て支援制度を周知することにより、「仕事と子  

育ての両立」について啓発します。  

③職場環境や職員の意識  

・上記を実施することにより、職員の意識の是正を進め、仕事と育児  

の両立を図りやすい環境づくりを進めていきます。  

 

５）妊娠中及び出産後における当該職員への配慮について  

①母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等

の制度の利用促進  

・「子育て支援ハンドブック」等の活用を進め、経済的支援措置を含め  

た諸制度の周知及び適切な利用を促進します。  

・電子掲示板等を活用し、的確な情報を提供します。  

②健康等への配慮について  

・妊娠中の職員及び小学校就学の始期に達するまでの育児を担う職員  

の深夜及び時間外勤務制限の制度の周知を図ります。  

 

６）育児休業・介護等を取得しやすい環境の整備等について  

①育児休業等取得の促進について  

・「子育て支援ハンドブック」や電子掲示板等を活用し、育児休業制度  

等及び経済的支援制度（育児休業手当金など）を周知します。  

・男性職員は、配偶者の出産後、育児計画書を作成し、所属長と共有  

することで長期の休業等を取得しやすい環境を整えます。  

②育児休業等に伴う職員の配置等について  

・育児休業等取得の申し出があった場合には、所属課等で業務分担の  

見直し等を検討します。  

③円滑な職場復帰に向けた支援  

・職場復帰後の働き方について、育児部分休業、育児短時間勤務の利  
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用についての相談をし、多様な働き方を提示し個人に合わせた働き  

方を支援します。  

④子育てを行う女性職員の活躍推進に向けた取組みについて  

・管理職に必要なマネジメント能力等の付与のための研修に、職員を  

毎年継続的に参加させることにより、女性職員のキャリア形成の支  

援を行います。  

 

７）育児関連支援サービスの充実について  

・令和元年４月に開所した病児病後児保育施設「はぴけあ」等、敦賀

市内には仕事と育児の両立を支援するサービスが充実しています。職

員も各種サービスを利用し、安心して働けるよう支援します。  

 

８）恒常的な超過勤務の縮減について  

①事務の簡素化等  

・事務の削減・合理化や簡素化を促進します。  

・会議や打ち合わせは、極力電子メールや電子掲示板を活用すること  

とします。  

・各事業の徹底した見直しを行います。  

②人員配置の見直し  

・所属長は、所属職員の業務スケジュールを把握し、課内での応援体  

制を組むなど特定の職員に超過勤務が偏らないよう配慮します。  

・職員の超過勤務状況を把握し、人事ヒアリングにおいて各所属の必  

要人員を把握し、適切な人員配置を行います。  

③健康面への配慮  

・超過勤務が多い職員（１月当たりの超過勤務時間が１００時間以上  

又は２ないし６月平均で８０時間超）に対して、産業医による面接  

を実施します。  

④４５時間を超過した職員のいる所属の対応  

・所属長は、４５時間を超過した理由を調査し、業務及び担当職員の  

事務分担を見直します。  
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９）人事評価への反映について  

事務の効率化や超過勤務削減、年次休暇を取得しやすい雰囲気づくり

等、仕事と家庭生活の調和の推進に資する取組みを人事評価において

適正に評価します。  

 

１０）女性職員のキャリア形成の促進について  

・女性職員向けのキャリアデザイン研修を実施、女性職員の意欲向上  

を図ります。  

・ロールモデルとなる女性管理職との交流や活躍事例の情報発信を通  

じて、女性職員の不安を解消します。  

 

１１）職場のハラスメント防止対策について  

・セクシュアルハラスメント、マタニティハラスメント等の様々なハ  

ラスメントを防止するため、相談窓口を設置しています。  

・ハラスメント防止に係る研修会を開催し、職員に啓発します。  

 

１２）職場における女性の健康上の特性に係る取組みについて  

①職場におけるヘルスリテラシー向上のための取組み  

・女性の健康上の特性に関する研修会を開催します。  

「ヘルスリテラシー」…健康や医療に関する情報を正しく理解し、自身の  

健康維持や向上に活用する能力  

②休暇制度の充実・柔軟な働き方の実現  

・生理休暇（年次休暇）を取得しやすい環境を整備します。  

・女性の健康上の特性に配慮した休暇制度の導入について取組みます。 

（不調時の休養、治療・通院、検診等の多様な目的で利用ができる  

休暇制度等）  

③健康課題を相談しやすい体制づくり  

・女性の健康上の特性について相談及び対応可能な体制構築に向けて  

取組みます。（産業医、カウンセラーの配置や外部の相談先の紹介、  

オンラインによる健康相談等）  
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④その他の取組み  

・婦人科検診の受診に対する支援導入に向けて取組みます。  

 

１３）その他の支援対策について  

①地域の子育て活動等への貢献  

・職員が、地域で実施されるスポーツや文化活動といった子育て支援  

活動に積極的に参加するよう働きかけます。  

②交通安全の徹底  

・子どもを交通事故から守る視点から、自動車を運転する職員に対し、 

交通安全講習会の実施や専門機関による安全運転に関する研修の

受講を支援し、交通事故防止について、風紀粛清通知による呼びか

けを行います。  

 

１４）会計年度任用職員への取組みについて  

会計年度任用職員についても本行動計画の取組対象（適用されない制  

度等を除く。）とし、計画の趣旨に基づき、各実施事項を推進していき

ます。  
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数値目標  

当消防組合の現状分析の結果から、以下の数値目標を定めました。

目標が達成できるよう、本計画に沿って各種取り組みを実施します。

また、年１回、敦賀美方消防組合ホームページにおいて数値目標の達

成状況を公表します。  

 

１）女性消防職員の採用に関する数値目標  

 

内容  現状（令和６年度）  目標（令和１２年度）  

消防吏員に占める  

女性の割合  
２．５％（４人）  ５．０％（８人）  

 

２）次世代育成支援に関する数値目標  

 

内容  現状（令和６年度）  目標（令和１２年度）  

年次有給休暇の  

年間平均取得日数  
１２．８日  １５日  

 

３）女性活躍推進と次世代育成支援に共通する数値目標  

 

内容  現状（令和６年度）  目標値（令和１２年度） 

出産補助休暇取得率  ３８％  
出産補助休暇及び  

育児参加休暇につい

て、両休暇合計５日間

１００％  
育児参加休暇取得率  ６３％  

 

４）男性の育児休業取得率に関する数値目標  

 

内容  現状（令和６年度）  目標値（期限）  

２週間以上の取得率  ８８％  
１００％  

（令和１２年度）  

 


